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高層一棟型民間分譲マンションの共同管理費用
梶浦恒男
The Management Expense for the Common-space at High-rise Condominium 
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1.研究の目的
本研究のg的は分譲マンションの共同管理費支出，収
入の特徴を明らかにし，マンション計画の際の管理費用
(ランニングコスト)の予測，入居後の管理に入ってか
らの管理形態や管理の方法の選択など，マンショ ンの計
画と管理のための知見を得ょうというところにある。マ
ンションの建物形態や施設，設備の違いは管理費用の違
いを生む。また分譲マンションは住戸所有者(区分所有
者)によって共同管理を行わねばならないが，管理行為
を管理会社に委託するか，自分逮で処理するかといった
管理形態の選択は，費用の途いを大きく生み出す。本研
究は分譲マンションのなかでも最近その主流となりつつ
ある民間分譲業者の供給したもので，エレベータを有す
る高層タイプを対象として次ぎの点を明らかにしようと
した。第 lに7 ンションの共同管理費用の違いを生む要
因，第2に管理費用の各項目における費用差、第3に費
用のなかでも多くを占める保全改良費用と委託管理費用
の内容，である。
2.研究の方法
関西のマンションの管理組合から管理費用収支報告書
を収集し，それらの収支を同ーの標準的項目によって整
理し直し，また経年的な物価変動にたいして，消費者物
価指数と独自に作成した保全改良費分析指数を用いて，
基準年に金額を揃えた。対象マンシ ョンの選択には管理
費用のなかには長期の年数スパンで現れるものがあるか
ら，建設後一定の年数を経たものを選ぶことが望ましい
が，現実にはあまり長い年数のものは多くないことから，
建設後9年以上を経た67ンションを調査対象とした。
対象マンションはタイプを限定し，民間分譲で高層(エ
レベータ付き)，一棟建て，管理会社へ管理を委託して
いる委託型管理形態のものを基本とした。しかしーケー
スは自主管理を採用しており，委託をしていなかったの
で，その点を考慮して平均値集計からは除き.比較が必
要で，可能な場合に限って使用している。調査対象の続
要は表1のとおりである。
表一1 調査対象の償要
事例略号 所在地 管理開始年月 敷地面積 建築面積 延床面積 区画数 階数 住戸面積 居住外用途 管理形態
(住戸数)
A 大阪市阿倍野区 昭和44年6月 521rrf 327rrf 2287rrf 41戸 7階 40-50rrf なし 自主(平均45rrf)
民 B 豊中市 昭和48年II月 2356rrf 1294rrf 5477rrf 45戸 5階 67-134rrf なし 委託
間 (平均100rrf)
マ C 尼崎市 昭和46年3月 2274rrf 1333rrf 7803rrf 75区画 7階 49-118rrf 一階に底舗， 委託
ン 70戸 (平均7lrf) 事務所
シ D 尼崎市 昭和48年4月 2667rrf 1451rrf 6946rrf 91戸 5階 40-68rrf なし 委託(平均60rrf)
ヨ
E 茨木市 昭和45年3月 4205rrf 865rrf 9517rrf 100戸 11階 67-75rrf なし 委託ン (平勾71rf) 
F 西宮市 昭和44年4月 5238rrf 2605rrf 15981rrf 182区画 7階 18-83rrf 一階に庖舗 委託171戸 〈平均52rrf)
? ???
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1 .管理費用の織成
1.はじめに
分譲集合住宅の管理費用を考える場合，本論文では集
合住宅の共用部分，あるいは区分所有者の共同管理する
部分についやされる貸用，あるいは区分所有者の団体
(一般的に管理組合)が扱っている区分所有者の負担費
用に限定して取り扱っている。すなわち，個々の居住者
が専有部分である住戸の管理のためについやす費用も広
義の集合住宅管理費用なのであるが，その部分は本論文
では取り扱わない。しかし特別な場合，専有部分の管理
にかんする費用も管理組合で取り扱う時がたとえば排水
管の専有部分の清掃費用を全区分所有者から集めて支出
するといったように有り得る。したがって本論文では共
同管理費用を管理組合が取り扱っている費用と定義する。
2.管理費とは何か
管理組合の級う管理費とは何か。「不動産の表示に関
する公正競争規約施行規則J(昭和54年9月，公正取引
委員会承認)の第2条lふマンションの管理費として表
2のものを含めるとしている。また，住宅・宅地審議会
の「中高層共同住宅標準管理規約」は管理の経費を管理
費，特別修繕費、組合費の三つに区分し，それぞれの内
容を表3のように定めている。これらをみても分かるよ
うに，管理組合の取り扱う管理にかかわる費用は，大分
けして次のようになる。
表-2 不動産の表示に関する公正競争規格に
定められたマンションの管理費の内容
ア管理人人件費
イ 管理手数料
ウ 管理運営事務費
エ公租公課
オ 共用電灯電気料
カ ガス，水道料及び燃料費
キ エレベータ，クーリングタワー，その他の共用
設備の保守費及び運転費
ク 備品質，資材費及び消耗品費
ケ損害保険料
コ修繕費
サ清掃費
シ その他建物共用部分及び敷地に係る一切の費用
表-3 中高層共同住宅標準管理規約に定める管理費等の内容
L 管理費 (1)管理人人件費
(2) 公租公課
(3) 共用設備の保守維持費及び運転費
(4) 備品費，通信費その他の事務費
(5) 共用部分等に係る火災保険料その他の損害保険料
(6) 経常的な補修費
(7) 清掃費，消毒費及び塵芥処理費
(8) 管理委託費
(9) その他敷地及び共用部分等の通常の管理に要する費用
2. 修繕積立金 (1) 計画的修繕費
(2) 不調IJの事故なと‘特別な事由による修繕費
(3) 敷地及び共用部分等の変更または処分の費用
(4) その他敷地及ひ'共用部分等の管理に関し特別に要する費用
3.組合費 (1) 会議費
(2) 広報及び連絡業務に要する費用
(3) 役員活動費
(4) その他管理組合の運営に要する費用
( 2 ) 
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(1)共用部分の運転費用， (2)税金，保険料， (3)組合運営
費， (4)保全改良費， (5)委託管理費。ところで，管理組合
の活動は，生活管理の側面をもっコミュニティ活動を含
んでいる。管理組合と住民自治会とは本来性格を異にす
るが，現実には共通の活動をおこなったり，小規模なマ
ンションでは同一組織にしているところがある。そうい
う関係から多くのマンションでは以上のほかに， (6)共同
活動費を含んでいるところが見られる。
さて，ついで収入についてみる。管理費用の負担は所
有者負担，受益者負担，原因者負担が原則となっている。
すなわち共用部分に一般的にかかる費用は，その共用部
分の共有持分に応じて負担すること。また特別な受益を
共用部分の利用から得る場合はその受益者が受益に応じ
て負担すること，さらに一般的に多いわけではないが，
共用部分に損害を与えたり，特別な費用の発生を生み出
した場合はその原因者の負担とすることである。この三
つの原則をそれぞれどのように適用していくかは個々の
マンションの特殊性によることとなる。白本の場合，共
有持ち分差，受益の差がかなり明確でない場合を除いて，
区分所有者の平等な負担という思想、が多くいきわたって
いるようである。公的な分譲マンションの場合は専有部
分の住戸プランがほぼ共通し，同面積のところが多いと
ころから，各戸一律の管理費というところが多かった。
民間マンションの場合は住戸の専有面積が異なったり、
設備の違いが多いことから，各戸ごとに管理費の負担比
率を定め，同額というところはむしろ少ない。しかし日
本の場合，たとえばエレベータの利用差や廊下灯・階段
灯の受益差などを細かく計算して管理費の額を算出して
いる例は少なし、。ヨーロッバなどではこういった共用部
分の施設運転費の受益差を計算して管理負担額を定めて
いるところがみられる。ただ日本の場合も，駐車場，駐
輪場，専用庭の使用料を使用者から得ている例は一般的
であるし，また，いわゆるゲタパキマンションなどl苫舗
や事務所などの用途区画が当初から設定されている場合
には，それぞれの非居住部分の特別な利用に応じて管理
費用の負担が考えられている。
3.支出項目の分類と内容
管理費の支出項目を定める場合，いくつか考えなけれ
ばならない点がある。 一つは管理組合の立場からして，
現実に利用しやすいものでなければならない。専門的す
ぎて，組合員が使えなくては何もならない。 二つには，
会計の原則をふまえて，①予算がたてやすく.決算との
対応がわかりやすくなっていること，②項目の目的が明
確になっていること，③継続的に使いやすい項目であっ
て，一年とか二年で項目が変わってしまわないこと，④
( 3 ) 
組合員が理解しやすく設定されていることなどが必要で
あろう。そして，三つめには，他の管理組合との比較が
できることが大切である。そういう点を考えると，標準
的な支出項目モデルが作成されることが望ましいが，現
実にはマンションの性格等がさまざまで，その独自性が
反映し、また分譲業者や管理会社の当初の予算項目のた
て方が統ーしておらず，マンションによって，それぞれ
独自の項目をたてているといってもいいすぎでないのが
現状である。マンションの独自性は確かに避けられない
から，少なくともいくつかのマンションタイプ，たとえ
ば公的団地，民間小規模一線型，民間委託型，庖舗併用
型というふうに，支出傾向の差を著しく生むいくつかの
タイプ別にモデル項目が作成されると望ましいであろう。
民間委託型のモデルについては，後節で示すとして，い
ずれのタイプにも共通する項目を挙げ， その内容を述べ
ておく。
①.共用部分の遼転費用 (水光熱費等) ・・・・ 管理
人室の水光熱費があいまいにされているところがある。
共用部分運転費用に含まれている場合，住込の管理人住
戸生活分が含まれているならば，その部分を管理人給与
との関連で明らかにしておくべきである。また，特別に
専用使用される共用部分の運転費用についても，その使
用量の実費額を明らかにして，使用料などとして取るべ
きである。また，水道料のメーターが専有部分と共用部
分が区別されておらず，統一メーターの場合，各専有部
分の使用震を把握し，全体からの差額を共用部分の使用
量として把握するなどの方法が必要である。
②.税金及び保険料 ・・・・ 共用部分の固定資産税等
を以前は管理組合として一括して払っていたが，各区分
所有者が個別に支払うように改められたところがある。
③.組合運営費 ・・・・ 管理組合の運営に要する通信，
交通，印刷，会合等の費用であって，先述した標準管理
規約では別途管理費と負担方法を変えて管理費は共用持
分に応じ，この組合費は住戸の数に応じて算出すべきだ
としている (23条)。その理屈はわからないでもないが，
金支出のなかにしめる比率はごく少ない(組合役員報酬
を高額払っているところは別)から，各区分所有者の分
担額の計算に繁雑さを加えるから して，管理費と同様に
処理して現実的に問題は少ないのではないかといえる。
また，標準管理規約のように，組合貨を別にしているマ
ンションはほとんどみられない。
④.保全 ・改良質 ・・・・ 共同部分の保全・改良に要
する費用で，大別して，建物関係，設備関係，敷地共用
庭関係に分かれる。なお，この費用は日常管理費から支
出すべきものと特別修繕費(積立金会計)から支出すべ
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きものがある。標準案は後者の特別修繕費については経
理を別会計とし， (1)一定年数の経過ごとに計画的に行う
修繕， (2)不調IJの事故，特別の事由により必要となる修繕，
(3)敷地および共用部分等の変更文は処分， (4)その他敷地
及び共用部分等の管理に関し，区分所有者全体の利益の
ために特別に必要となる管理，の四項目の費用に当てる
べきだとしている。日常管理費から支出する保全・改良
費は，総じて小規模修繕，毎年くりかえされる比較的少
額の保守関係費用とみられる。
⑤.管理委託費用ないしは管理人人件費・・・ y 管理
会社に委託している費用，部分委託の場合と全面委託の
場合では差が大きい。管理人を直接雇用している場合の
管理人人件費は別項目とする場合がある。
⑥.共同生活費 ・・・・コミュニティ活動の為の費用
であって，管理組合としては含めていないところもある
が，自治会的活動を行っているところが多く，その為の
費用項目がつくられている。
4.収入項目の内容
管理組合の収入は大分けして，①各組合員から得る分
担金，②使用料収入，③利息や雑収入， となる。①の分
担金は管理費と修繕積立金がその内容になる。マンショ
ンによっては，共益費，組合費，特別修繕分担金など呼
び方が途う場合があるが，要するに管理費(標準規約に
いう組合費も含めるのがほとんどである)と修繕積立金，
それにその他の特別な分担金というのがその内訳である。
a.管理費
管浬費は単年度ごとの予算，決算によって処理され，
普通月単位で徴収される。前項で述べた支出の大規模な
計画的保全・改良費以外の支出にむけられるものであっ
て，その区分所有者ごとの分担額は法及び規約で定めら
れる。
b.修繕積立金
数年に一度の大規模な修繕を計画的に実施するために
準備しておくための収入で，毎年，管理組合総会でその
積立の準備状況と修繕計画との整合性をチェックするこ
とが望まれる。これも月単位に徴収されるのが一般的で
あるが，入居時に一定額一時払いをして，月々の負担を
軽減する方法もみられる。
C.その他の分担金
大規模修繕や特別な事故への対処する資金が積立金等
だけでは不足となり， 一定期間に(たとえば1年間)特
別の修繕分担金を毎月集めたり，あるいは修繕工事時に
一時金として集める場合がある。修繕費用が予想、を越え
て多い場合などにおこるが，管理費や修繕積立金を徴収
している上に，この種の特別の分担金を組合員から集め
(4) 
る方法は，組合員の賛同を得にくい場合もあり得る。
d.使用料収入
共用部分である駐車場や駐輪場，トランクルーム，専
用庭などを専用使用することに対する使用料の収入で，
特別な場合，広告掲載による共用部分の使用料，特別に
多量に水光熱費を1苫舗などで使用することによる使用料
などの収入がある。使用料収入は通常の場合修繕積立金
会計に入れている。
e.その他の収入
積立金や管理費の預金利息，あるいはコミュニティ活
動の一環として，古新聞などの一括買上による収入が管
理組合に入る場合等がある。
5.マンション管理費用の相違
マンションの建物や設備，施設がまちまちであり，そ
れによって建築費が異なるように，マンションの管理費
もそれぞれのマンションによってちがったものになって
いるのが普通である。しかし，大雑把な見方をすれば，
ほぼ似かよった管理費の額と収支構成をもついくつかの
グループに分けることができる。そういう点を子細に論
じることはできないが，マンション居住者や管理組合の
人遥が自らのマンションの管理費の他との比較をする場
合に，最小限心がけるべき点を挙げておきたい。
大雑把にいって，マンションの管理には次の点で基本
的な差を生む。第一はマンションの供給主体とその供給
したマンションの建物水準である。住宅管理研究の大先
輩である新海悟郎氏は i(修繕費と言うのは)結局簡単
に言えば建物の程度，いわゆる身分相応にかかるという
のが，大体の傾向ではないかと思います。」と述べてい
る〈船。
第二は付属施設，設備の違い，プールとかテニスコ ー
トなどの特別なものがあれば大きな差がでるが，通常見
うけられることでは，エレベータの有無がかなりの差を
生みだす。すなわち，高層マンションか中 ・低層のエレ
ベータなしのマンションかによる相違である。第三に，
管理形態がどのようになっているかによって，当然費用
が異なる。管理会社に全面委託するタイプか，自主自力
タイプかでは大きな差が出る。第四は，マンションの規
模である。 20-30戸のマンションとその10倍程の戸数を
もっマンションとでは後者にはスケールメリ γ トが働い
て，小規模マンションは相対的に高くなる。また，第一
のことと関連するが，敷地が大きいとか共用部分が相対
的に大きいといった規模の差も費用に表われる。以上述
べたことは基本的な点であって，当然無駄の多い管理と
か，必要な費用を逆に掛けないといった個別性による費
用差も広くみられることである。
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マンション居住者や管理組合が管理費用の比較をよく
似たタイプ同士のマンションで行えることが望まれる。
そういう意味から上に述べた基本的要素を組合わせたい
くつかのマンションタイプの標準管理費が示せ得るなら
ばこれにこしたことがないが，マンションの管理組合の
会計システムが実に統一性を欠いていたりして調査研究
に困難が多い。この点，分譲業者や管理会社が統一様式
の管理費会計を作成し，少なくとも委託管理費の比較だ
けでもマンション同士で簡単にできればよいのだが，そ
のようになっておらず，自らのマンションの委託料が高
いのか安いのかなかなか判断しにくい現状である。
本研究では，一つの典型タイプとみれる民間マンショ
ンで一線型，エレベータを有する高層のもので，管理会
社への全面委託が主となるものをとりあげる。
(注)新海悟郎「住宅の修繕費・管理費の標準について」
福利厚生研究会;福利厚生研究会報， 71号
1956. 8 
n.一様型民間分譲マンションの管理費
1 管理費収入
a.収入の構成
民間マンションの管理組合が管理費に当てる収入は①
通常管理費，②修繕積立金，③その他の特別分担金，③
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施設等使用料収入，⑤利息その他雑収入，となる。この
うち通常管理費が7割から8劉をしめている。年別，構
成比率をみると(表4)，修繕積立金が意識的に積み立
てられているマンションと年度には，その構成比が増 し
て通常管理費の比率が減っている。4年目とか9年目と
か，入居後一定の年数を経てから修繕費積立ての必要性
を知り，金額を増額させたり，積立てをはじめたりとい
うことが見られ，結局平均すると，年数が立つほど修繕
積立金の構成比率が増加する傾向が生まれている。もう
一つ全体の織成に影響を与えているのは，施設使用料収
入，なかでも駐車場収入である。その金額と比率をみる
と， 表5のようになっており， 多いところでは，総収入
の2割から 3割近くを占めている。一戸当たりにすると
多いところで月額2，000円近くになるのだが，この駐車
場収入は修繕積立金に繰り入れているところが多く，管
理組合の財政運営上の一つの重要なポイントであるとい
えよう。
b.管理費用の徴収金額
ついで管理費用を各区分所有者からどの程度の金額徴
収しているかについてみてみる。通常管理費についてみ
ると， 図1のようになり ，41年当時一戸当たり年額4万
円(月額3，000円強)程度で， 56年頃になると 9万円か
ら18万円(月額7，500円-15，000円弱)になっている。
物価の値上りから管理費も値上げをしているわけである
表-4 管理費総収入の経年別構成
1年目 2 /1 3 11 4 /1 5 /1 6 /1 7 /1 8 /1 9 /1 10/1 11 /1 I 
通常管理費 77.2 74.5 72.9 71.4 70.2 72.6 71.1 71.6 61.8 58.0 57.9 
修繕積立金 4.9 4.8 4.6 5.7 6.0 3.7 7.4 7.3 18.7 10.0 15.7 
その他 17.9 20.7 22.5 22.9 23.9 23.7 21.6 21.0 19.5 32.0 26.5 
(資料) 高層委託管理型5<'ンションの平均
表-5 駐車犠収入額と総収入にしめる比率
駐車場使用料 総収入にしめ
年 額 平 均 る比率の平均
Bマンション 898，444円 10.6 % 
Cマンション 1，026，182 10.9 
Dマンション 164，000 2.1 
Eマンション 1，783，188 24.8 
Fマン ション 3.092.174 21.2 
位) Aマンションは駐車場収入なし
?
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?
?
?
??
言
42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 年度
(昭和)
図 1 マンション別通常管理費実額(戸当り年額)
(5 ) 
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調査では委託タイプと自力管理タイプがま じっているの
で，それを分けてみると，本論文で検討してきた全面委
託型で通常管理費平均，一戸当たり年額84，800円，分担
金合計は平均117，900円となっている。先の調査57ン
ショ ンより低額である。この関住協の調査の場合，自力
タイプも含めたすべての平均に比べて，会函委託型は通
常管理費では上回るが，分担金合計では下回っている。
このような結果は，修繕積立金の額が全面委託型では平
均より低い金額になっているから生じるのであって，委
託使用が高額になるため，自力タイプに比べて修繕積立
金を少なくせざるを得ないわけである。逆にいえば自カ
タイプは委託費用が節約できるので，その分修繕積立金
にまわすことができているということである。
(注)関西分譲共同住宅管理組合協議会 「会員マ ンシ ョ
ン実態アンケート調査報告書J， 1986年l月，当調査は
関西における109マンションについてのものである。
2 修鎗積立金
a 修織積立金の額の定め方
修繕積立金は.民間マンションの場合，分譲をはじめ
る時点で分譲会社によって定められているのが普通であ
15年目 る。7 ンションの購入希望者のもとに屈けられるパンフ
レットやチラシの類には，管理費とともに修繕積立金の
が，消費者物価指数を使って換算額をみてみると，通常
管理費は図2のようにいず‘れのマンションも右さがりの
グラフになる。すなわち管理費の金額を値上げしていて
も，物価の上昇に見合う程度には値上げできていないと
いうことが出来る。5つのマンションの昭和57年の物価
?
??
?
?
?
?
??
。?
??
? -ー 一 日守ンシヨ，/
16 
14 
ミ三12 10 8 
10 
図2 マンション別通常管理費換算額
(消費者物価指数57年100として)
水準に合わせた換算額の平均を求めると，一戸当たり年
額120，728円 (月額10，061円)となっている。管理貨の
値上げが物価上昇にみあう程行われていないわけである
から，各マンションは当然財務管理上必要経費をなんら
か別に求めることになる。修織積立金やその他の分担金
すべて合計した分担金総額及び収入総額について換算額
をみると，全体として5年目，7年目頃から少しず‘つ上
昇する傾向にある。すなわち各マンションとも年数が経
過するにつれて，管理に関する費用が必要になり総収入
を婚やしているといえる。その平均をみると分担金合計
で一戸当たり年額132，860円 (57年度換算額) (月額1，
072円)，総収入で一戸当たり年額160，413円(同) (月
額13，368円)となる。なお延床面積の単位面積当たりの
収入をみると，通常管理費で lnl当たり年額1，213.5円
(57年換算額)，分担金合計で向上339.6円(同)，総収入
で向上618.7円(同)となる。
以上の金額を最近のデータと比較するために昭和60年
に関西のマンション管理組合協議会が会員にア ンケー ト
調査した結果聞 と比較してみると，印年 1月時の金額
で，民間マンションの通常管理費の平均は一戸当たり年
額84，0∞円，分担金合計で18，0∞円である。なお，この
額が記載されている。調査した5マンションで入居当初]
から修繕積立金の徴収を定めていたものは2例であって，
このように積立金制度はすべてのマンションで慣習化し
ているとはいえなかったが，最近はかなり一般化してき
ている。しかしながら，その金額が入居当初はきわめて
低く定められているのが通例で，入居後何年か経て，管
理組合が値上げをする場合が多い。分譲会社にしてみる
と，分譲時点で入居者に月々多額の費用が必要であると
いう印象を与えると販売上あまり好ましくないので極力
修繕積立金の額を低く設定することになる。通常管理費
の10%，月額600円から1，000円未満といったところが多
い。建設後5年，10年経て大規模修繕が必要となった場
合の費用を準備しておくとすると，月額5-6，000円の積
立てが必要だといわれているから桁違いに少ない金額だ
といえよう。もっとも最近，入居時に修繕のための費用
を一時金として徴収する制度をとるマンションがみられ
るようになっており，その金額はだいたい通常管理費の
10倍，6万円から10万円といったところが多い。この一
時金は入居時に徴収されて，修繕積立金の基金とな り，
これに月々積立金が加えられていく方式なのだが.この
金額を考慮したとしても修繕積立金の額は低めになって
いるといえる。
b.積立金の額
(6 ) 
梶浦:高層一棟型民間分譲マンションの共同管理費用
五つのマンションの修縛積立金の戸当たり年額をみる
と.図3のようになるが，いずれも月額戸当たり数百円
台から多くて2，000円強の額であって.かなり低い額で
きているといえる。Fマンションが52年に突出した金額
をだしているが，これはその年になされた大規模修繕に
?
????
?
?
， 。
?
? ?
??
???
15早臼
C 
( Eマンンヨノ11ゼロ )
F 
図3 マンション別修繕積立金(倹算額)
対応して徴収したものである。換算額で5マンションの
平勾をみると，戸当たり年額14，204円 (月額1，184内)
となる。先に紹介した関住協の会員実態調査では修繕積
立金の戸当たり月額は60年度の価格になるが2，910円と
なっている。建設省の56年 l月の調査では民問委託管理
型の湯合，戸当たり月額1，613.5円になっている出。
500円から1，000円未満がもっとも多く 4分の lを占め
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図4 完成年次別修繕積立金戸当り月額
ていたから，総じて修繕積立金は必要額の試算などに比 ( 資料) 建設省住宅局 liíjぬ .'.~ (56年3H) 
べて低額だといえる。年数が経たマ ンションでは大規様
修繕の具体的必要性がでてくるので金額を上げる傾向は 平均すると60.992円になっているとの調査結果である。
みられる。(図4) この累積額は民間マンションと公的分譲アパー トので
(注)建設省住宅局「中高層共同住宅実態調査結果報告」 はかなりの差があって後者は 1管理組合当たり平同2，
(昭和56年3月) 595万円(戸当たり平均29万3400円).で民間マ ンション
c 積立金の累積金額 の5倍近い金額にな っている。これをマ ンションの完成
修繕積立金は.大規模修繕の実施にともなってとり〈 年次，8IJにみると，民間公共すべてを含んだ結果しか集計
ずし，支出していくから経過年数の長いマンションでは がなされていないが，図5のように年数を経ると逆に減
当然当初は累積金額が高いが年数がたち修繕工事がなさ 額し大規模修縛実施が考えられる4-6年目， 10-14 
れると，大巾に減額する。今，調査マンションの年数別 年目に積立金の累積額が多くなっている。大規模修繕の
現金残高をみてみると，多いところで戸当たり1万8000 実施にむけて各管理組合が資金面での準備を行っている
円余り， Cマンションでは戸当たり 8万6∞0円近い赤字 ことのあらわれであろう。
になっている。 先の建設省の調査では民間委託型で 1? 3 使用料収入など
ンション平均41万3400円の累積金額があ り 戸当たり a 種類
(7) 
7，80万から100万円，200万円を鍵すところもみられた。
これらは決して民間マンションでの駐車場が収入のとび
抜けて高いところとはいえない。たとえば駐車場が150
-160台分あるところでは1，000万円を越すところもある。
それ以外の トランクルーム使用料，利息，他の雑収入は
いずれも総収入の 1%未満から多くとも 3-4%程度で
あって， 1戸当たりにすると少額ではあるが，管理組合
としてまとまると10万円単位の無視できない金額となる。
b.使用料収入などの金額
駐車場収入の一台当たり収入について，今回5マンショ
ンの57年換算値を求めると，一台当たり69，058円(月額
5，755円)となる。駐車場は，専用使用権が区分所有者
に別途分譲されていたり，マンションの敷地外にもおけ
られていて，管狸組合の収入とならないところも少なく
ない。そういったところでは大規模修絡のための積立金
など区分所有者の分担金の負担が重くなる。ところで，
マンションの駐車場の料金，すなわち使用料はあまり統
ーした金額が一般化しているとはいえない。かなりマン
ションでまちまちだといえよう。 昭和56年度に関住協の
行った調査では，使用料は一駐車場当たり1，0∞円 (月
額)から， 25，000円までみられた(図的。民間マンショ
ンに比べて，公的分譲アパート(公団や公社が建設のも
の)は2，000円から3，000円レベルが多く，民間に比べて
かなり低い。なお，自転車置場の使用料はと っていない
ところが多いが，取っているところで一台当たり3∞円
から500円 (月額)といった水準であった。トランクルー
ムの使用料はその規模や質水準によって料金が当然異な
るが，月額150円程度のものと， 1，500円から2，000円程度
のものがみられた。それらによる収入は管理組合に月々
10万から20数万円もたらしている。管理組合が預金利息
をどの程度得ているかをみると，調査57ンションで最
高は年間53万5∞0円(戸当たり5，350円)であって，換
算値で平均額をみると，ーマンシ ョン当たり170，878円
であった。(多いところで30万強少ないところは 4万強
と差がある。)500戸を起こすようなマンションで修繕積
立金を戸当たり20万円程度所持しているところになると，
数百万円の利息も生まれることになり，この利息への課
税問題も管理組合として無視できないこととなっている。
4.支出傾向
a支出構成
マンシ ョンの管理組合が取級う経費支出は10年余りの
経過のなかでどのようになっているかをみると，図7，
図8のようになる。Dマンション，Eマンションのよう
に年度差の少ないものと，Cマンション， Fマンション
のように，他の年の二倍近い支出をする年度もみられる
学居住
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完成年次別
以上に述べて来た管理費や修繕積立金などの分担金の
ほかに，管理組合の収入がいく つかみられる。その主な
ものは一つは施設等の使用料収入で，駐車場，駐輪場，
トランクルーム，専用隆などの専用使用料である。そし
てもう一つは預金利息であって，他は古新聞の販売によ
る収入，あるいは，水道料の各個メーターの検針と料金
設定 ・徴収を管理組合が行っており，水道会社への支払
いを親メーターによる計算で行うため，その差額が雑収
入として入ってきているといった場合の特殊な収入であ
る。これらのなかで一番額も多く ，財務管理に影響の大
きいものは使用料収入，なかでも駐車場の使用料収入で
ある。
金額をみると，駐車場収入がとび綾けて額が多く，多
いところでは総収入の20-30%をしめ，金額にして年間
図5
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図8 マンシ ョン別総支出 換算額(戸当り年額)
といった年度差のあるものがみられる。この突出した支
出額を示すのは，後述するように，大規模な修繕にかか
る支出の影響である。さて，これら 5つの委託型高層民
間マンションの年間戸当り平均支出を求めてみると， 57 
年の物価水準に換算して， 153，656円(月額12，805円)
となる。単位床面積当たりにすると年， 1 nlあたり1，600
円程度となる。
ついで管理組合の支出がどのような内容になっている
かをみる。それぞれの管理組合が作成している収支状況
資料の支出項目はおのおの定義がことなっているため，
標準支出項目を作成し，それにもとづいて各管理組合の
支出額を監理してみることにした。標準支出項目と各項
目別の平均支出額の割合をみると表6のようになる。委
託管理費と保全改良費がそれぞれ4割，共用部分水光熱
費が11割強となり，この三つで支出のほとんどをしめて
いる。税金保険料，組合運営費，共同生活費は2%から
1%程度である。この支出構成は当然管理形態や設備の
状況などによって異なってくる。すなわち管理会社への
委託を部分的江ものにしているところ，いわゆる郎分委
託や自主管理の管理状態をとっているところでは委託管
理費の比率が少なくなり，保全改良費が6l!iIJ前後をしめ
ることになる。また，エレベータや浄化槽をもたないと
ころでは共用部分水光熱費及び保全改良質の点検 ・保守
関係の費用が少なくなる。
つぎに各支出項目ごとにその内容をみていくことにす
る。
b.共用部分水光熱費
共用部分の運転費用，すなわち水道料，電気料，ガ
ス料金等の合計は，57年度物価換算で年間戸当り l万
5，∞0円から2万円程度となっている。年度による差は
少ない。高層で委託管理の場合，二つの点でこの費用が
高くなり管理費用全体への影響が生まれる。一つはエレ
(10) 
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表-6 練準支出項目と平勾支出額比寧 (%) 
記号 支 出 項 包 Bマンシ， ン Cマンション Dマンシ，ン Eマンション Fマンション 平均
A 共用都運転分水光掲事費 12.7 8.2 19.0 16.1 14.0 14.0 
A1 水道料 0.0 。 0.0 0.7 0.2 0.2 
A2 電気料 11.7 7.9 11.2 15.3 13.5 1.9 
A3 ガス料 1.0 。 0.0 0.0 0.2 0.2 
A4 その他の運転料 。 。 7.8 。 0.0 1.6 
B 税金 ・保険料 1.7 2.6 1.3 1.2 3.2 2.0 
Bl 毘定資産税 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.1 
B2 都市計画税 0.0 。 0.0 0.0 0.0 0.0 
B3 利息への税 0.0 。 0.0 。 0.0 0.0 
B4 その他の公共負担費 0.0 0.5 0.0 。 0.0 0.1 
B5 保険料 1.7 1.9 1.3 1.2 2.8 1.8 
C 組合運営費 1.9 2.2 L1 1.2 2.7 1.8 
Cl 消耗品・備品費 0.6 0.6 。 。 0.2 0.3 
C2 会合・印刷費 0.2 。 0.0 1.0 0.0 0.3 
C3 役員手当 1.0 1.0 0.6 0.0 2.3 1.0 
C4 交通・通信費 0.0 0.1 0. 0.0 0.0 0.0 
C5 その他の運営費 0.1 0.0 0.6 。 0.0 0.1 。保全改良費 35.7 53.3 31.7 38.9 34.0 38.7 
Dl 建物関係保全改良資 23.8 29.4 14.9 3.4 11.9 16.7 
Dl・1 建物本体外装 1.7 2.6 2.8 。 8.7 3.2 
Dl-2 建物本体内装 2.8 4.3 1.6 2.2 1.0 2.4 
Dl・3 建物本体共通 18.8 20.4 10.2 0.3 。 9.9 
Dl-4 共用量E分備品資機材質 0.4 1.7 0.3 0.8 2.5 1.2 
D2 設備関係保全改良質 11.7 15.9 15.1 29.1 19.2 18.2 
D2-1 空気調和設備 0.1 0.1 。 0.0 。 0.0 
D2-2 照明股備 。 0.0 0.6 0.0 0.7 0.3 
D2-3 電気 ・ガス・ 通信 0.2 2.6 0.0 4.5 2.2 1.9 
D2-4 給鉾水設備 1.7 2.1 1.3 7.1 3.1 3.1 
D2-5 浄化情 0.0 2.2 3.1 0.0 1.7 1.4 
D2-6 防災設備 0.9 L1 0.6 1.5 0.3 0.9 
D2-7 エレベータ設備 7.4 5.5 6.7 15.8 10.0 9.1 
D2-8 その他の設備 0.2 0.7 0.3 0.0 。 0.3 
D2-9 設備共通 1.0 1.3 2.6 0.0 0.5 
D3 敷地関係保全改良質 0.2 1.3 L1 6.4 1.2 
D3-1 箱樹 ・緑地 。 0.5 0.1 5.0 。 L1 
D3-2 遊戯施設・道路 。 0.1 。 0.8 0.3 0.2 
D3-3 駐車繍 ・自転車壇場 0.2 0.6 0.6 0.5 0.6 0.5 
D3-4 敷地関係共通 0.0 0.1 0.3 0.2 。 0.1 
D4 保全改良質共通 。 6.4 0.2 0.0 1.5 1.6 
E 委任管理費 47.7 30.7 45.9 41.9 45.3 42.3 
EI 委託管理貸 43.9 24.7 17.6 41.9 45.3 34.7 
E2 管理人直接雇用給与 3.8 6.0 28.4 。 。 7.6 
F 共同生活費 0.3 2.9 0.7 0.3 0.6 1.0 
FI 町会費・自治会費 。 1.5 0. 0.0 0.5 0.4 
F2 活動~カ費 0.0 0.0 。 0.0 0.0 0.0 
F3 共同活動 ・購入費 。 1.0 0.4 0.0 0.0 0.3 
F4 その{也コミュ ニティ費 0.3 0.5 0.2 0.2 0.0 0.2 
G その他の支出 0.0 0.0 0.0 。 。 0.0 
(注) 各年度別の実額で支出項目gl]に比率を求め，その 9年から 11年の平絢を 7 ンションごとに求めた。
小数点一位を四捨五入で求めているので， Z十や平均に若干の誤差が生まれる。
(11) 
-42- 住居学
ベータの運転に用する電気料であり，もう一つは管理人
が住込むことによる水光熱費用である。
C.税金，保険料
平均すると，調査マンションはいずれも年間戸当り5，
000円未満で1，000円強のところもあり管理費全体にしめ
る比率は少ない。 B?ンションとCマンションが54年度
から56年度迄の3年間高額をしめし， 5，000円(年戸当
り)を越すようになったがこれはいずれも共用部分の火
災保険，エレベータ等の賠償責任保険などの額が増えた
ためである。このように保険料の変化により年度差がみ
られる。
d.組合運営費
調査7 ンションの換算額平均をみると ，年間戸当り ，
1，200円から4，700円迄であって，いずれも少額で管理費
用全体にしめる比率は少ない。年度差もあまりみられな
いが，入居当初に高額を示す傾向がみられる。これは，
事務用備品などを買いそなえるためである。
e 保全改良費
調査した民間高層マンションの10年余の平均をみる
と，換算額で年額戸当り33，600円 (Dマンション)から
104，600円 (Cマンション)まであり ，5?ンションの
平均は62，000円程度である。いずれも管理費全体にしめ
る比率が高く，支出全体への影響の大きい項目である。
年度差もみられ，大規模な補修工事がなされるとその年
度の保全改良費は他年度の 2-3傍をしめすことがあり，
その年度の支出全体額を大きく押しあげることとなる。
f 委託管理費
保全改良費とともに金額の大きい支出項目で，金支出
の4割程をしめている。多いときには6割程になる。調
査マンションの10年あまりの平均を換算額でみると，年
額戸当り 4万円強から11万5，000円弱までみられる
が， 4万から6万円が平均的な額となっている。戸当 り
1カ月5，000円弱ということになる。Bマン ションが
11万5，000円と他の倍近い費用となっているのは，この
7 ンションの戸数が45戸と他に比べて少なく，そのため
に一戸当りの費用が高くなるからである。このように委
託管理費はーマンション当りの年額が300万円から400万
円程度で絶対額の差があまりないから，戸数の少ないと
ころは戸当り金額が高くなり，戸数が多いところでは一
戸当りの負担が軽くなる。また，この支出項目は年度差
がほとんどみられない。
g.共同生活費
管理組合の地域コミュニティ活動についやす費用をみ
ると， Cマンションがとび抜けて高いが他は年額戸当り
1，000円程度が平均で，全支出にしめる割合は小さい。
Cマンションに共同生活費が他のマンションに比べて高
いのは，地綾町内会に加盟しており，その分担金(戸当
り月額200円余り)や共同購入活動を管理組合がたびた
び行っており，その費用が他のマンションより多いから
である。他のマンションの共同生活費の内容をみると ，
清掃人への盆，暮れの心づけとか一斉害虫駆除の費用，
慶弔金，あるいは地域の各種団体への寄附金などとなっ
ている。年度差はわりあい見られる。
5.保全改良費の特性
先にもみたように管理費支出のなかで保全改良費は多
くの部分をしめている。この内訳がどのようになってい
るかすこしたち入って検討してみることにする。
a.構成
保全改良関係の支出は，一般的な消費者物価指数で換
算するのは適切でないので，別途保全改良費分析のため
の指数を作成して間昭和57年を基準に換算額を求める
ようにした。
このようにして求めると， 5マンシ ョンの11年間の保
全改良質平均は57年換算額で， 戸当り年額66，800円程と
なる。 1カ月当りにすると5，570円で，その構成を建物
関係，屋外関係，設備関係に分けてみると表7のよ うに
なる。建物関係が過半を占め，設備関係が4割強で， 屋
外関係はわずかに4%と少ない。
(注)保全改良質分析指数は，日銀卸売指数の建設材料
の指数を資材費のデフレータとし，屋外労働者職種別賃
表-7 保全改良費の内訳
保全改
内 訳 建物関係内訳 屋外関係内訳 設 備 関 係 内 訳
良質3十 建物 屋外 設備 内訳 住練 その他 徳裁 外構 空調 電気 ヱレベ 防災 給配 浄化槽 その他 設備 |不明 ータ 排水 の設備 共通 l
戸当りw問 66，838円 35，050 2，688 28，180 587 32，859 2，191 1，422 1，252 80 3，662 13，769 1，442 4，642 2，593 373 1，591 
比率 % 100 % 52.4 4.0 42.2 0.9 49.2 3.3 2.1 1.9 0.1 5.5 20.6 2. 6.9 3.9 0.6 2.4 
1，，{当り年初 自:19円 323 27 278 6 302 21 14 13 36 135 13 46 27 4 16 
(泊 保全改nriのW!IT.!:iH川のm際Iζよっている。
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金調査を労務費デフレータとして，両表の接点を0.75: 
0.25として求めた。昭和57年をlとし，基準としたo
b 建物，戸外関係
さらにそれぞれの内訳をみてみると，建物関係ではほ
とんど住棟にかけられていて，住棟以外の建物にむけら
れるのは少ない。植栽にかけられている費用も 2%と少
ない。民間マンションの場合，公的分譲アパートに比べ
て共用の庭部分が少く ，そのために植栽関係の費用が少
なくなる。建物関係，戸外関係の保全改良資は年度によ
る差が大きくみられ，何年かに一度の大規模修繕が，こ
の面をあらわれることをものがたっている。
c 設備関係
設備関係では半分近くがエレベータの保全改良費で
その額は年，戸当り13，770円(1カ月当り1，150円)と
なっている。このエレベータの保全改良質は保守・点検
の費用が98%であって，定期点検の費用がそのほとんど
をしめているといえる。すなわち，台数にもよるが.エ
レベータがあると 1カ月 1戸当り約1，000円の費用が点
検費としてかかる計算になる。設備関係はついで，給配
排水施設，電気施設，浄化槽に支出が多く，それぞれ 1
カ月 1戸当り平均387円， 305円， 216円かかる計算にな
る。設備関係の保全改良質は建物関係に比べて年度数が
相対的に少ない。定期的になされる保守・点検の費用が
多くを占めるからとみられる。
d.保全改良行為の内容
さて，保全改良行為としてなされているものを，①保
守・点検・清掃に関するもの，②修繊，③新たな機能の
付け加わる改善，の三つに分けてみると，その支出額の
比率は表8のようになる。設備関係をみるとほとんどが
保守・点検・清掃にかけられる費用で，修繕，改善にか
けられる費用は少なし、。しかし設備の種類によっては電
気，給配排水施設，浄化槽のように修繕や改善に比較的
費用のかけられているものがある。電気施設は改善が，
給配排水施設や浄化槽は修繕の比率が相対的に多い。な
お，保守・点検・清掃の支出は年度による差が少なく，
毎年コンスタントであるが，修繕や改善は年度によって
差が大きい。すなわち修繕 ・改善は一時的に行われてい
る。全体的にみて改善への支出が少ないことがめだつが，
これは経過年数が1年ということでまだ改善行為が現れ
にくいこと，また賃貸アバートと違って分譲マンション
の場合区分所有者の合意を得なければならず，改善行為
が行いにくいことによるのであろう。
6.大規模修繕の時期と費用
保全改良費のなかでも多くの比率を しめ，管理費支出
の全体に影響の大きい大規模修繕の時期と費用について
みてみる。図9は大規模修繕のなかでも主たる工事であ
る外壁塗装工事，屋上防水工事，鉄部塗装工事について，
その実施時期をみたものである。部分的な補修も含めて
記載しているが，大修繕を中心にみると，まず外壁塗装
工事は10年目がもっとも多く， 9年目， 12年目，13年目
となり平均10.67年， 10年目から1年目あたりが平均年
数ということになる。ついで屋上防水工事をみると， 9 
年， 11年， 12年目となり平均してやはり10.67年，10年目
から11年自の間ということになっている。鉄部塗装につ
いては， 10年前後の聞に2固から4回，大がかりのもの
でも 2回というのが一般的で， 3年周期で実施するのが
よいといわれているが，それよりも少し問をおいて実施
しているのが実態のようである。
費用についてみると，大規模修繕は1，000万円を越え
る高額なものが多い。表7は関住協の先にあげた調査報
告容から外壁塗装工事と屋上防水工事の工事額をひろい
出したものだが，外壁塗装工事をみる と総工事額が100
表-8 段側関係保全作業見IJ費用比率
保守・点検・ 修 繕 改 善
戸当り年額
清掃の額比率 の比率 の比率
設備関係会計 28，180円100% 87.9 % 7.8 % 4.2 % 
グ三巴匂 調 80 100% 100.0 0.0 0.0 
設
3，662 電 気 100% 73.8 8.2 18.0 備
関 エレベータ 13.769 100% 98.3 0.4 1.3 
係 防 災 1，442 100% 83.8 5.7 10.4 
内
給配排水 4，642 80.9 16.5 2.6 100% 訳
2，593 浄化槽 100% 67.4 32.6 。
(13) 
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~-9 大規後修繕の工事額事~J
実施年度 総工事額 1戸当り金額
外壁塗装工事 52年 516万円 129，000円
54年 2，182 11 70，387" 
11 130 11 46，429" 
5年 1.918 11 126，184 11 
11 1，550 11 329，787" 
11 280 11 36，倒2"
11 1，100 11 407，407" 
11 2，825 11 118.201" 
11 120 11 92，308" 
56年 1，700 11 200，0∞ μ 
57年 1，840 11 143，750" 
11 1，0印 H 140，260" 
58年 2，130 11 262.963" 
11 1，130 11 173.846" 
11 2，700 11 219，512" 
11 3，470 11 215，528" 
11 5，800 11 218，045" 
11 800 11 228，571" 
59年 487 11 7，742" 
11 700 11 250，000" 
11 1，800 11 375，000" 
11 3，0∞ H 319，149" 
11 1.5∞ ρ 238，ω5" 
11 540 11 207，692" 
11 2.500 11 196，850" 
屋上防水工事 53年 1，444万円 401，11円
5年 912 11 60.000" 
11 1.500 11 117.188" 
56年 800 11 103，896" 
57年 600 11 113，208" 
59年 453 11 7，202/1 
/1 1. 700 11 54.839/1 
11 5，200 11 42，975" 
外壁塗装と屋 56年 1，446万円 336，279円
上防水工事の 59年 1，100 11 333，333" 
同時施工 11 2，100 11 262，500" 
(資料)関西分譲共同住宅管理組合協議会 「会員マン
ショ ン実態ア ンケー卜調査報告書J1986，1 
(14) 
万円から2∞万円のものもみられるが，3分の2は1，∞o
万円を纏え，3，∞0万円，5，000万円を越えるものもみら
れる。単純な平均で1，672万円となっている。戸当りに
すると20万円から30万円といったところが多い。屋上防
水工事は外壁塗装工事ほど工事費はかかっておらず，単
純平均1，432万円，戸当りにして， 10万円前後ない しは
4-6万円程度というところが多い。これらの工事は，
施工材料や施工方法などによって金額にかなり差が生ま
れ，すべてを金額で一律に比較するわけにはいかないが，
これらからおおよその工事額を知ることができる。なお，
戸数の少ないマンションでは一戸当りの金額が高くなる
傾向にある。
7.委託管理費について
a 構成
保全改良質とともに管理費支出のなかで大きな比重を
占めるのは委託管理費であるが，以下その内容について
検討する。
まず各マンションの55年度の委託管理費額とその内訳
をみると表10のようになる。委託管理費は大別して管理
会社の利潤も含む本社経費(管理手数料と呼ばれたり し
ている部分)と管理人給与になる。その構成比率は全面
委託型で管理人が住み込んでいるタイプ (表のB，C， 
Dマンションが該当する)の場合，本社経費が30-34%，
約3分の 1，管理人給与が3分の2からそれを少し越え
る程度となっている。E，Fマンションでは管理人の勤
務形態がことなることと，管理を数棟まとめて行ってい
るため同じように比較できない。すなわちEマンション
では団地全体を5人の管理人で交替制で管理してお り.
管理人の給与比率が少なくてすんでいる。その分本社経
費が比率も多くなり絶対額もとびぬけて高くなっている。
管理会社の本社での作業は管理戸数が多くなればある程
度は仕事量が増えるであろうが戸数に比例して作業量や
経質が多くなるものとは考えられず，このEマンション
のように規模が大きく，スケールメリットが生まれ.管
理人の手聞を合理化できているところでは本社経費が大
きくふくらますことができ，それだけ利益をあげること
ができるといえる。Fマンションも3名の管理人を交替
常IJで配置し，加えて事務員を1人置いている。管理人給
与と本社経費の比率はB，C， Dの住込み型と同じだが，
本社経費の金額は戸数が多いために2倍近くにな ってい
る。
b.管理人の給与
管理人の給与はその勤務形態で異なってくる。夫婦住
込みのタイプでは，夫が平日午前8時あるいは9時から
午後6時まで，土曜日は午前9時から12時，日・祭日は
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図9 民間マンションの大規模修繕の実施時期
表-10 マンション別委託管理費(年額)の内訳
委託管理費 本社経費分 管理人給与分 管理人の状態 管理人 1人当り給与
45戸 100% 円 30.3% 円 69.7% 円 夫婦でBマンション 夫婦住込み 円
5，477rrf 4，475，756 1，355，756 3.120.000 3.120.000 
75区画 100% 34.1% 65.9% fノ
Cマンション 11 
7.803 rf 3，960，000 1，350，000 2，610，000 2，610，000 
91戸 100% 32.1% 67.9% 11 
Dマンション 11 
6，946rrf 4，055，594 1，302，696 2，752，898 2，752，898 
720戸(100戸) 100% 49.9% 50.1% 交替動i常任
Eマンション 管理人5人 1，311，000 
68，522 rf(9，517 rf) 13.083.048 6，528，048 6.555.000 (団地720戸全体を管理)
182区画 100% 31.2% 68.8% 交替制夜間無人
Fマンション
管理人3名事務員l名
1，394，685 
15，981 in' 7，352，508 2，290，953 5，061，555 
休みという勤務時間になっており，妻が夫の外出時など り， Eマンションは前者，Fマンションは後者の勤務形
に肩代わりをするという形態が多い。住込んでいるため， 態である。この場合の給与は 1カ月10万円程度，年額13
勤務時間外でも管理組合や居住者の申入れなどにこたえ O万円-140万円程度となっている。
て作業をしなければならないことが多い。そういった動 c 清掃人の給与
務形態で給与は年額260万円から310万円余り (55年度〉 民間マンションでは管理人とは別に建物内外の清掃業
ということになる。交替制の場合は， 24時間常駐し，夜 務にたずわる清掃人が配霞される。清掃人の雇用形態は
(午後119寺から午前6時)は仮眠を取る場合と，夜間は 三種類ほどみられ，第ーは管理会社の雇員が派遣される
無人にして緊急時などの連絡態勢を取っておく場合があ 場合，第二は管理会社が下請業者に依頼し，その業者か
(15) 
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-ら派遣される場合，第三は管理組合が直接清婦業者に依
頼するか，清掃人を直接雇う協合である。 B，C， Dの
マンションでは第二の下請業者依頼型が取られ， E， F 
マンションでは第一の管理会社から直接派遣するタイプ
が取られていた。清掃業務についやされる支出を清掃人
l人当りの年額で算出してみると表1のようになる。い
表-11 清婦業務費の清婦人1人当り年額
清掃業務費の清掃人 l人当り年額
Bマンション 157万円 (下請業者から派遣)
Cマンション 182 11 11 
Dマンション 158 11 11 
Eマンション 109 11 (管理会社の雇員派遣)
Fマンション 113 11 11 
飽 1日8時間勤務した場合を仮定して算出している。
ずれも清掃人にはパートタイムの形態で給与が払われて
おり，下請業者へ依頼した犠合と管理会社が直接雇員を
派遣した場合の差額が50万円から70万円みられる。この
差額は下請業者のマージン及び用具費などとみれるが
この額は l日8時間勤務した場合の計算であって，実額
は1日4時間労働で半額という場合もある。管理会社の
雇員派遣の場合には，このf費用は先の本社経費分に含ま
れていることになる。
この消掃人給与は先にみた管理費の支出傾向の検討の
際には委託管理費には含んでいない。清掃業務を管理会
社を通じて外注することから，この外注費も委託管理費
に含める考え方もあるが，そのように委託管理費を定義
すると諸設備の保守・点検貨の外注費用なども委託管理
費に含めることになり，全面委託型のマンションではほ
とんどの経費が委託管理費に入ることになり，支出の特
徴が明らかにならない。そこで本論文の分析では委託管
室霊費は先述したように管理人給与分と管理会社の本社経
費に限っている。したがって委託管理費の比較や管理費
支出全体の比較をする樋合にはこれらの点を考慮して行
く必要がある。
8.結び
民間高層委託型マンションの管理費の特徴は第ーに委
託管理の費用が全体の40%程度を占め 1戸当りの平均
月当り金支出12，800円 (57年度換算額，以下同織〉の内
5，000円弱を支出していることである。この委託管理費
はマンションの戸数が少ないと l戸当りの負担が増え，
その結果管理費が高額となる。この委託管理費の負担は
(16) 
管浬形態の選択と関連する。すなわち，会面委託裂を取
り，管理会社にすべてをまかす形態を取るならば上記の
ように戸当た5，000円の支出が必要になるが，これが部
分委託形態を取るなり，運営を管理組合で処理するよう
にするならば費用負担は少なくてすむ，管理人を置いた
としても，管理会社の本社経費分すなわち委託管理費の
3分の1(戸当り1，600円程度)を節約できる計算にな
る。更に管理人の作業を部分的なものとし，パート勤務
などにすることで，その費用の削減も可能となる。どの
ような形態をとるかはもちろん区分所有者の選択であっ
て，費用をかけてもよいがサービスの低下は困るという
考え方もあれば.居住者が自分達である程度の作業を分
担してもよいから少々管理費負担をさげたいという意向
もあろう。問題は管理形態が分譲業者によって入居当初
に選択されていることである。入居後区分所有者の総意
で管埋形態の自主的な選択はできるといっても入居当初
の形態はあとあと影響をもつものであり，それだけに分
譲時の管理形態の選択は適切であって欲しい。特に考慮
が必要なことは，規模の小さいマンションたとえば50戸
前後ないしはそれ以下といったところで全面委託型を取
るならば，各戸の負担はかなり高額になり，他の100戸
以上のマンションに比べて管理費の負担を重く感じるこ
ととなる。逆に100戸や200戸を越えるマンションで居住
者による自力型を取るならば，居住者の作業負担が増え，
運営に障害をきたすことに江る。規模の大きいマンショ
ンでは管理人を置くなり専従の役員がその代役として配
置されることは必要である。規模の大きいマンションで
は委託管理費についていうならば，管理人の勤務形態を
工夫して経費を節約する方法を考えるとともに委託費の
3分のlを占める本社経費を点検してみることが大切で
ある。委託契約の内容と現実に行われている本社分担の
業務を詳細に点検するとともにそれに見合った経費支出
なのかどうかを検討してみることである。委託管理費の
うちの本社経費にあいまいさがあり，これを合理的にす
ることが求められよう。委託管理貨の支出が多くなると，
その影響を受けて保全 ・改良費の支出が減り，修繕・
保守がひかえられがちになる。特に将来の大規模修繕へ
の準備がおろそかになる点が問題である。特徴の第二は
設備や建物形態，敷地条件などから影響される費用面の
特質である。高層であることはエレベータの経費，特に
その保守・点検貨に戸当り平均月額約1，000円かかるこ
とになる。共用部分電気代も出費が多くなる。浄化情の
有無も保全改良質に影響がある。また，公的アパートに
比べて共用庭の面積が少なく，その清掃，植栽等の費用
が相対的に低い傾向にある。さらに民間マンションの場
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合ハイクラスのもの程建物内の共用部分が広く，その清
掃.保守の費用，設備の種類が多ければ，その保守・点
検費が多くなっている。
特徴の第三は収入面である。民間マンションの管理費
用に当てる収入は，各区分所有者の分担金(通常管理費
と修繕積立金)，使用料収入，その他の雑収入となる。
通常管理費は戸当り月額平均約10，000円，総収入は
13，000円余りである。ここでマンションによって差のみ
られる点は使用料収入のなかの駐車場収入である。平均
すると 1台当り 1カ月5，700円の収入を得ているが，マ
ンションによるバラツキが多く， 1，000円程度のところ
から 2万円を越すところまである。この収入が全収入の
20-30%をしめているところもあり，マンションの経理
運営の一つのポイントとも考えられる。マンションの駐
車料金は都市の一般駐車料に比べて低額である。この駐
車場は共用部分にもうけられており区分所有者の共有財
産であるから，その専用使用料を適切に得ることによっ
て管理組合会計の重要な収入源にすることが可能である。
この駐車場収入は修繕積立金に繰入れられることが多い
から，大規模修繕の費用面の備えが貧弱にならないため
にも?ンションに駐車場をもうける場合は専用使用権
を別途分譲するような方法や，それに類する方法をとら
ず，共有地の駐車場は適切な料金を設定して管理組合の
収入にむける方法をとるべきであろう。もう一つ，民間
マンションの収入で公的アパー トの場合に比べて著しい
点は修繕積立金が少ないことである。以前は積立金制度
をとるところもまれで，最近慣習化されてきてはいるが，
戸当たり月額平均1，200円弱となっており，大規模修繕
への備えとしてきわめて少い。そのようなことから大規
模修繕に取組む前後に金額をあげたり一時金を取って修
繕貨を生みだすというところが多いが，それは居住者に
負担になるとともに，居住者の合意を得るための管理組
合や管理会社の努力も大変なこととなる。この点の改善
は，分譲時に適切な積立金額を設定しておくことである。
分譲会社は販売をしやすくするため積立金の額を桁違い
に低くする傾向にあるが，この点の改善が望まれるとこ
ろである。
(平成元年10月1日受理)
Summary 
This is a study on the rnanagernent expense in a span of about ten yeras for the common space at high-rise condo-
mium taking contruct-firm-management-type. As a result of study， 1ωn point out the following things. 
1， At the proportion of the expense， contruct-firm-management-fee(42%) and maintenance-repair.cost(39%) are 
major part. And supply cost (water， heating， electricity) for the common space(l4%)， taxs-insurance(2%)， manage-
ment-expense of home-owners-association(2%) and expense for community activities(l %) are minor part. 
2， When contruct-firm-management-fee grows 1arger， maintenance-repair-cost goes down and repair become conseva-
tively. 
3， Ithas great influence on the expense to se1ect the management type. And it has certain influence on the expense 
to have elevator or not. 
4， At the proportion of the income， assessment is from 80 to 60%. Reserve fund for repairs is from 20 to 4%. And 
rent is from 32 to 18%. Parking rate income is large proportion in the rent. 
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